
平成18年２月期　個別財務諸表の概要

上場会社名　　株式会社レナウン
（　旧会社名　株式会社レナウンダ－バンホ－ルディングス　）

3606 上場取引所　　　　東
( URL http://www.renown.com ) 本社所在都道府県　東京都
代　　表　　者 役職名 取締役社長 岡　　康久
問合せ先責任者　 役職名 経営企画室広報担当部長伊東　甲二 TEL（03）5496 - 8485
決算取締役会開催日 中間配当制度の有無 無
定時株主総会開催日 単元株制度採用の有無 有(１単元　100株)

１．18年２月期の業績（平成17年3月1日～平成18年2月28日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年2月期 2,098 230.8 △ 52.7 -
17年2月期 634 - - -

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年2月期 △ 229 - △ 5 67 - - △ 0.4 △ 8.4
17年2月期 54 - 1 47 - - 0.3 20.1
（注）①期中平均株式数 17年2月期 　37,300,409株 18年2月期　40,446,442株
　　　②会計処理の方法の変更 無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当性向

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年2月期 - - - - - - - -
17年2月期 - - - - - - - -

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年2月期 1,061 28
17年2月期 1,092 47
（注）①期末発行済株式数 17年2月期 　37,286,058株 18年2月期　47,565,865株
　　　②期末自己株式数 17年2月期       29,743株 18年2月期　    48,636株

２．19年2月期の業績予想（平成18年3月1日～平成19年2月28日）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 　　円　 銭 　　円　 銭 　　円　 銭

中間期 -  　0　 00  　0　 00
通　期 -  　0　 00  　0　 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 6 円   31銭

※上記の業績予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成しております。実際の業績は、
　今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
　なお、上記の業績予想の前提その他の関連する事項につきましては、添付資料の9ページをご参照下さ
　い。
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（単位　百万円）

期　　別

（平成18年 2月28日現在） （平成17年 2月28日現在）

　科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減額 増減率

% % %

（　資　産　の　部　） 50,938 100.0 41,220 100.0 9,717 23.6

 流　動　資　産 ( 9,378 ) ( 18.4 ) ( 96 ) ( 0.2 ) ( 9,282 ) ( 9,651.8 )

現 金 及 び 預 金 9,311 94 9,217

そ の 他 66 1 65

 固　定　資　産 ( 41,559 ) ( 81.6 ) ( 41,059 ) ( 99.6 ) ( 499 ) ( 1.2 )

無 形 固 定 資 産 ( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 ) ( △ 0 ) ( △ 10.1 )

商 標 権 0 0 △ 0

投資その他の資 産 ( 41,559 ) ( 81.6 ) ( 41,059 ) ( 99.6 ) ( 500 ) ( 1.2 )

関 係 会 社 株 式 41,559 41,059 500

 繰　延　資　産 ( － ) ( － ) ( 64 ) ( 0.2 ) ( △ 64 ) ( △ 100.0 )

創 業 費 － 64 △ 64

合　　　　　　計 50,938 100.0 41,220 100.0 9,717 23.6

対前期増減

貸 借 対 照 表

当事業年度 前事業年度
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（単位　百万円）

期　　別

（平成18年 2月28日現在） （平成17年 2月28日現在）

　科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減額 増減率

% % %

（　負　債　の　部　） 457 0.9 486 1.2 △ 28 △ 5.9

 流　動　負　債 ( 271 ) ( 0.5 ) ( 128 ) ( 0.3 ) ( 143 ) ( 111.2 )

未 払 法 人 税 等 15 73 △ 57

未 払 消 費 税 等 39 18 21

未 払 費 用 183 28 155

賞 与 引 当 金 26 4 21

そ の 他 6 3 2

 固　定　負　債 ( 186 ) ( 0.4 ) ( 358 ) ( 0.9 ) ( △ 172 ) ( △ 48.0 )

関 係 会 社 長 期 借 入 金 138 338 △ 200

役 員 退 職 金 引 当 金 48 20 28

（　資　本　の　部　） 50,480 99.1 40,733 98.8 9,746 23.9

 資    本    金 ( 15,005 ) ( 29.4 ) ( 10,000 ) ( 24.3 ) ( 5,005 ) ( 50.1 )

 資 本 剰 余 金 ( 35,714 ) ( 70.1 ) ( 30,720 ) ( 74.5 ) ( 4,994 ) ( 16.3 )

資 本 準 備 金 35,714 30,720 4,994

 利 益 剰 余 金 ( △ 174 ) ( △ 0.3 ) ( 54 ) ( 0.1 ) ( △ 229 ) ( △ 418.0 )

当期未処分利益又は未処理損失(△) △ 174 54 △ 229

 自　己　株　式 ( △ 65 ) ( △ 0.1 ) ( △ 41 ) ( △ 0.1 ) ( △ 23 ) ( △ 58.2 )

合　　　　　　計 50,938 100.0 41,220 100.0 9,717 23.6

対前期増減
当事業年度 前事業年度
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（単位　百万円）

期　　別

　科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減額 増減率

% % %

営　業　収　益 2,098 100.0 634 100.0 1,464 230.8

営　業　費　用 2,029 96.7 487 76.9 1,541 316.0

69 3.3 146 23.1 △ 77 △ 52.7

営  業  外  収  益 ( 0 ) ( 0.0 ) ( － ) ( － ) ( 0 ) ( － )

そ の 他 0 － 0

営  業  外  費  用 ( 246 ) ( 11.7 ) ( 18 ) ( 3.0 ) ( 228 ) ( 1,213.2 )

支 払 利 息 6 2 4

新 株 発 行 費 償 却 215 － 215

そ の 他 24 16 8

△ 176 △ 8.4 127 20.1 △ 304 －

特　　別　　損　　失 ( 48 ) ( 2.3 ) ( － ) ( － ) ( 48 ) ( － )

創 業 費 償 却 48 － 48

△ 225 △ 10.7 127 20.1 △ 353 △ 276.2

4 0.2 73 11.5 △ 69 △ 94.5

△ 229 △ 10.9 54 8.6 △ 284 △ 518.0

54 －

△ 174 54

対前期増減

損益計算書

当期未処分利益又は 当期 未処 理損 失 ( △ )

当事業年度

自　平成17年 3月 1日

至　平成18年 2月28日

前事業年度

自　平成16年 3月 1日

至　平成17年 2月28日

営 業 利 益

経 常 利 益又 は経 常損 失 ( △ )

税引前当期純利益又は当期純損失(△)

当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失 ( △ )

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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（単位　百万円）

期　　別

　科　　目 金　　額

これを下記のとおり処理いたします。

（単位　百万円）

期　　別

　科　　目 金　　額

これを次のとおり処分いたします。

次 期 繰 越 利 益 54

利　益　処　分　案

前事業年度

（平成17年 5月26日）

当 期 未 処 分 利 益 54

損　失　処　理　案

当事業年度

当 期 未 処 理 損 失 174

次 期 繰 越 損 失 174

（平成18年 5月25日）
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
   子会社株式は、移動平均法による原価法により評価しております。 
 
２．繰延資産の処理方法 
  (1)新株発行費     支出時に全額費用処理しております。 
  (2)創業費       商法施行規則の規定する最長期間（５年間）にわたり、均等償却してお

ります。 
なお、当社は平成 18 年３月１日付で 100％子会社の㈱レナウン及び㈱
ダーバンを吸収合併し、新たな統合会社として存続することから、設立
時に支出した創業費を全額償却しております。 

 
３．引当金の計上基準 
(1)賞与引当金     従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 
(2)役員退職金引当金  役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。 
 
４．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

 
 
 
 

 



（貸借対照表関係）

１．株式の状況

授権株数 普通株式 140,000,000 株 140,000,000 株

発行済株式総数 普通株式 47,614,501 株 37,315,801 株

定款の定めにより自己株式の 同　左
消却が行われた場合には、会
社が発行する株式について、
これに相当する株式数を減ず
ることとなっております。

２．自己株式の保有数

普通株式 48,636 株 29,743 株

３．資本の欠損金額 239 百万円 － 百万円

（単位 百万円）

（損益計算書関係）

１．関係会社に係る注記

商標権収入等 2,098 634
地代家賃 116 40
支払利息 6 2

２．営業費用のうち主要な費目及び金額

83 75
733 98
26 4
28 20
129 26
116 40
230 113
0 0減 価 償 却 費

給 料

雑 費

至　平成18年 2月28日

法 定 福 利 費
地 代 家 賃

賞 与 引 当 金 繰 入 額
役員退職金引当金繰入額

役 員 報 酬

注  記  事  項

自　平成16年 3月 1日

至　平成17年 2月28日

（平成17年 2月28日現在）

前事業年度

前事業年度

（平成18年 2月28日現在）

当事業年度

自　平成17年 3月 1日

当事業年度
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（単位 百万円）

（税効果会計）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の
発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 10 4
役員退職金引当金 19 20
　　繰延税金資産小計 29 24

△ 29 △ 24

　　繰延税金資産合計 － －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の
法人税等の負担率との差異の原因と
なった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.49% 40.49%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.44%
住民税均等割等 0.95%
未払事業税 4.92%
評価性引当金による影響 7.74%
その他 2.56%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.10%

法定実効税率と税効果会計
適用後の法人税等の負担率
との差異については、税金
等調整前当期純損失が計上
されているため記載してお
りません。

評価性引当金

前事業年度

（平成17年 2月28日現在）

当事業年度

（平成18年 2月28日現在）
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１．当事業年度（平成18年 2月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

２．前事業年度（平成17年 2月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

１株当たり純資産額 1,061円28銭 1,092円47銭

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) △ 5円67銭 1円47銭

潜在株式調整後 なお、潜在株式調整後１株 なお、潜在株式調整後１株
１株当たり当期純利益 当たり当期純利益金額につ 当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純 いては、潜在株式が存在し
損失であり、また潜在株式 ないため、記載しておりま
が存在しないため、記載し せん。
ておりません。

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)金額

当期純利益又は当期純損失(△) △ 229 百万円 54 百万円

普通株主に帰属しない金額 　　－ 百万円 　　－ 百万円

普通株式に係る当期利益又は当期純損失(△) △ 229 百万円 54 百万円

普通株式の期中平均株式数 株 株40,446,442 37,300,409

当事業年度 前事業年度

（平成18年 2月28日現在） （平成17年 2月28日現在）

（平成18年 2月28日現在） （平成17年 2月28日現在）

（１株当たり情報）

（有価証券関係）

当事業年度 前事業年度
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（重要な後発事象） 

 

 株式会社レナウン及び株式会社ダ－バンとの合併 

  当社は、迅速且つ効率的な経営戦略策定・実施等の意思決定を行うには、一元化され

た経営・組織体制となる合併が最適であるとの結論となり、100％子会社であります株式

会社レナウン及び株式会社ダ－バンを平成 17年 11月 21日付で締結した合併契約書に基

づき、平成 18年３月１日付で吸収合併し、株式会社レナウン及び株式会社ダ－バンの資

産・負債、その他一切の権利義務を承継いたしました。 

 

 ①合併期日 

  平成 18年３月１日 

 ②合併の方法 

  当社を存続会社、株式会社レナウン及び株式会社ダ－バンを消滅会社とする吸収合併

とし、合併による新株の発行及び資本金の増加は行っておりません。 

 ③財産の引継 

  合併期日において株式会社レナウン及び株式会社ダ－バンの資産・負債及び権利義務

の一切を引き継いでおります。 

  なお、引き継いだ資産・負債の内容は次のとおりです。 

   流動資産  42,958百万円     流動負債  22,971百万円 

   固定資産  48,708百万円     固定負債  37,540百万円 

   資産合計  91,666百万円     負債合計  60,512百万円 

 

 



役 員 の 異 動 

＜平成１８年５月２５日付＞ 

 

１．代表者の異動 

   該当事項はありません。 

 

２．その他の役員異動 

（１）新任取締役候補             

取締役執行役員ﾚﾃﾞｨｽ事業本部副本部長  中村 実  （現 ｱｸｱｽｷｭｰﾀﾑｸﾞﾙｰﾌﾟPLC社長 

                                ・ｱｸｱｽｷｭｰﾀﾑLTD社長） 

 

 

（２）新任監査役候補 

   監査役（常勤・社外監査役）       谷口 哲郎 （前 SMBCﾌｧｲﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ㈱社長） 

         

 

 

 

（３）退任予定監査役 

   監査役(社外監査役)    平井 義通 
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